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堀 有喜衣

1 ．　 問題意識 と調査の 概要

　本稿 の 目的 は
， 若者の 教育か ら職業へ の移行に お け る 「格差」形成 に つ い て検討

し，支援の あ り方 に っ い て 議論 す る こ とで あ る 。

　若者 の教育か ら職業へ の移行 は 1990年代初頭 まで ス ム ーズ に行 われ て い た が
，
90

年代後半に 大 き く様変わ り した 。 学校 を卒業 し て も進学 も就職 もしない 学卒無業者

の 増加 ，
フ リーター と呼ばれ る若 い パ ー ト ・ア ル バ イ ト労働者， 若年失業者 ， 若年

無業者 な ど， 不 安定 な移行状態 に至 る若者層が 急激 な増加 を遂 げた 。

　不安定 な移行状態 に ある若者層が 増加す る こ とは ， なぜ 問題 なの か 。 教育社会学

と い う学 問領域 に お い て は ， 日本社会 にお ける 「大人」 へ の 移行 メ カ ニ ズム を崩壊

さ せ るか らで あ る として問題 化で きる 。 日本社会 は ， 若者 を教育 か ら職業 ヘ ス ム ー

ズ に 移行 させ る こ と， 言 い 換 えれ ば卒業時 に正社員 と い う安定 した 移行状態 に 導 く

こ とを通 じて ， 若者が大人 に な る際 に直面する様 々 な困難 を回避 させ る こ と に 成功

して きた 。 もち ろん相対的 に安定 した状態 と して の 正社員で ある こ とが，長時間労

働や転勤 ・単身赴任 の よ うに ， 個人 の生活 に過重 な負担 を もた らしてい る側面 は看

過で きな い （熊 沢 　2005）。 しか し現在の 日本社会 に お い て非典型雇用で働 くと い う

こ とは ， キ ャ リア や職業能力形成の 見通 し， 家族形成が困難 に な る こ とを意味 し て

い る （久本　2003
， 労働政策研究・研修機構　2005）。 不安定 な移行状態 に ある こ と

労働 政策研究 ・研修機構
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は ， 様々 な 「格差」の 源 泉 とな っ て い る と言 っ て よ い
。

　こ うした社会 に お い て は ， 誰が不安定 な移行状態 に至 っ て い るの か ， そ し て誰 が

不安定 な移行状態 に と どまる の か は決定 的な問題で あ る 。 これ まで 学歴 に よ っ て プ

リータ ー率が大 き く異 な る こ と （労働政策研究 ・研修機構　2004）， 社会階層 と離学

時点 の 移行状態 に つ い て は
， 保護者 の職業や学歴な どの 社会階層に よ っ て 異な る高

卒無業者率が議論され て きた （耳塚編　2000）。 他方で ，
い っ た ん不 安定な移行状態

に至 っ たあ とに ，
フ リーター を経 由した移行 が小 さい なが ら も機能 してい る こ と も，

あわせ て 明 らか に され て きた 。 日本労働研究機構の 東京都 の若者 に対す る調査 に よ

れ ば （後述 「第 1 回ワ ーク ス タ イル 調査」），
フ リーター経験者 の 6割 は正 社員 に な

ろ う と した 経験が あ り ， うち 6 割 は正 社員へ の 離脱 に成功 して い る 。 小杉 は ， ブ リ

ーターか ら正社員 へ の 離脱 を規定す る要因 と して ， 性別の ほか は ，
フ リーター期間

や フ リーター理 由，
フ リーター経験職種 ， 離脱理 由な どの 要因が大き く， 学歴 や親

な どの 属性 的要因 は小 さい こ と を明 らか に して い る （小杉　2002）。

　 こ れ らの 知見 か らは， 教育か ら職業 へ の移行の 決定要因 と して ， 離学時点で は学

歴 ， 社会階層の 影響が 大 きい もの の
， 不安定 な移行状態で 学校 を離れ て も， 正社員

をめ ぐる トーナ メ ン トへ の 再挑戦機会 は それ な りに 存在 して お り， 安定 した移行 に

至 る道 は
一

定程度開か れ て い た と整理で き よ う 。 した が っ て か つ て の 日本社会 に お

い て は ， 教育か ら職業へ の 移行 に お い て 生 じた 初期 の 「格差」 を ，

一
定程度補償す

る装置が 機能 して い た と把握 で き る 。

　だが 雇用 の 状況 は大 き く変容 した 。 『労働経済 白書』の 推計 に よ れ ば ， 95年か ら2005

年に か けて 15−24歳層の 非正規職員 ・従業員割合 （男性 ， 在学 中除 く） は9．2％ （95

年）→ 19．3％ （00年）→ 28，5％ （05年），
25歳 一34歳層で も2．9％ → 5．6％→ 13．2％ に

上 昇 した （厚生 労働省　2eo6）。

　こ うした非正 規率の 急激な上昇は
， 教育か ら職業へ の 移行 に お ける 「格差」形成

の様相 に変化 を もた ら したの だ ろ うか 。 例 え ば ， 小杉編 （2004）， 部落 開放 ・人権研

究所 （2004）， 乾 ほか （2006）な ど
， 個人 の これ まで の 生い 立ち をめ ぐる イ ン タ ビ ュ

ー調査 に お い て は ， 家庭的な背景や それ らを含 む ソ ーシ ャ ル ・ネ ッ トワ
ークが ， 移

行 に お け る資源 と して 影響 を持 っ て い る こ とが指摘 さ れ ， 移行 に対 す る社会階層の

影響の 強 さが示 唆 され て い る。
こ れ らの イン タ ビ ュ

ー調査 に 基 づ く研究 は豊か な情

報 を含 んで お り， 多 くの示 唆 を得る こ とが で きる。
しか し調査対象が 主 と して 移行

が 不安 定 な若者層 に焦 点づ け られ て い るた め ， 安定 した 移行 を した 若者層 と の 比較

を含ん だ 「格差」形成 の様相 を ， 総合的 に検討 す る こ と は難 しい 。 「格差」を見 るの
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若者の教育から職業へ の移行における 「格差」形成

で あれ ば ， 比較 とい う作業は不 可 欠で あ る 。

　そ こ で以 下で は ，
2006年 2 月に 労働政策研究 ・研修機構が実施 した 「第 2 回　若

者 の ワ
ー

ク ス タイル 調査」を用 い て
， 若者の 教育か ら職業 へ の 移行 に お ける 「格差」

に つ い て の 分析 を進め る 。 調査 対象者 は東京都 （島嶼 除 く）の 18−29歳の 若者計2000

入 （正規課程の学生 ， 専業主婦 を除 く）で ある 。 対象者の選定 に は ， 確率比例抽出

法 に基 づ くエ リア サ ン プ リン グを行 っ た。 まず各地点 の入 口 に比例 した確率を与 え

て地点 を抽出 し ， 抽出 された地 点か ら， 母集団の構成比 と標本 が同 じに な る よ うに

同数の 対象者を抽 出す る手法で あ る 。 す な わ ち ， 東京都の 該 当年齢の 若者が ひ と つ

の 名簿 に 掲載 され て い る とみ な し， 通 し番号 を つ けた と仮定 して ， 無作為 に 100地点

を選 び出す 。 さ ら に ， 選び出 され た地 点 に お い て 調 査員が 時計 と反対周 りに 2軒の

イ ン ターバ ル をお い た 家庭 を訪問 し （同
一

世帯か ら複数の 対象者 は選 ばれ な い ）， 現

地に て調査 へ の 協力を依頼 し ， 協力が 得 られ る まで訪 問 を続 け ， 性別 ・年齢 に 層化

された母集団を反映する よ うに （本調査の 場 合に は性別 と18−19歳層 ， 20代前半層 ，

20代後半層に 層化 され て い る）， 20標本を抽出した
。

したが っ て 回収率は測定 され な

い
。

　な お ， 必 要 に 応 じて
，
2001年 に実施 した 「第 1 回若 者 の ワ ーク ス タ イル 調査」 を

参照 す る が ， 調 査 は第 2 回調査 と基本的に は 同様の 手法で あ る もの の ， オ ーバ ーサ

ン プ リン グの 手法 に 基づ き
，

正 社員 looe人 ，
フ リーター1000人 を調査対象 と し ， 国

勢調 査 と就業構造基本調査 （97年）の 実際の 出現率に あわせ て ウ エ イ トバ ッ ク して

い る。その た め ， 第 1回調査 は正 社員率が 高 く出て い る可能性が あ る こ と ， また 内

訳 を見 る と高学歴者が多 い こ とか ら ， 第 2 回調査 と の 比較の 際に は ， 年齢 ・性別 ・

学歴 カ テゴ リーを用 い る 。

　本稿 の構成 は以下 の とお りで ある 。 2 節で は ， 離学時点の 移行 に つ い て 整理す る 。

3 節で は ，
フ リーター経験 と フ リーター

か らの 離脱 に つ い て 分析 し ， 4 節で は ， 本

稿 の知 見と示 唆 を提 示 す る。

2
．　離 学時 点か ら変化 しない 移行状態

　社会階層 に よ っ て
， 正社員 に な る機 会は制約 され る ように な っ て い るの だ ろ うか ，

離学時点の 就業形態 に っ い て 検討 し よ う。 多変量 解析で は必要 に 応 じて ， 最終学 歴

（学歴） は 「1．高卒超 （短大 ・大学 ・大学院
・
専門学校 に 進学）0，高卒以下 （高卒 ・

高校中退・中卒の み）」に ， 経済的豊か さ は 4段 階の 回答を 「1．豊か で ある （1 〜 2）

0．豊か で な い （3 〜 4）」に カテ ゴ リ
ー化す る 。 また フ リーター理 由は多重 回答で
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あ る 。

　2001年調査 に お い て は
， 離学後の 就業形態 と生家の経済的豊か さ に の み弱 い 関連

が見 られ た が ， 全体 と して は確認 で きなか っ た 。 た だ し若い 低学歴層 （18
−19歳層）

にお い て は
， 親学歴 や父親の 職業 ， 家計 の経済的豊 か さ との関連が 見られ た 。 す な

わち， 低学歴の 若い 世代に社会階層の影響が 強 くな っ て い る とい う知 見が得 られた

（耳塚　2001）。

　しか し2006年調査 に お い て は ， 社会 階層の 影響 を十分 に 確認で きなか っ た （小 杉

2006）
〔1）

。 2006年調査 で も， 離学後 の就業状態 と生家の 経済的豊か さ に弱 い 関連が 見

られ る 。 けれ ど も， 若 い 世代で は保護者 の 学歴が 高 い 方が 正 社員比 率は低 い 傾 向が

見 られ ， 若い 世代 で の 社会階層の マ イ ナ ス の影響 は観察 され ず
 

， 本人 学歴の 効果が

は っ き りす る よ うに な っ た 。

　続 い て ， 移行開始時 で ある 離学時点 と現在の 状態 （調査時点の 状態）を整理 し よ

う。 高卒者 と大卒者の 正 社員比率 に着 目し， 離学直後 と現在 に つ い て比 較 した （図

表 1
， 女性に つ い て は省略）。 以下で は紙幅 のた め ， 女性の分 析に つ い て は別稿 に譲

り， 男性 に つ い て 分析す る 。
こ こ か らは

， 離学直後か ら現在 まで 正 社員比率は ほ と

ん ど変化 して い ない こ とがわ か る 。 す なわち ， 大卒で は離学直後か ら正 社員比 率が

高 く，
そ れが 現在まで 継続されて い る が ， 高卒で は 離学直後 の就 業形態 が正社員 で

は な く， か つ それ が 調査時 まで継続 して い る 。 離学直後の 状況がず っ と持ち越 さ れ

る の で あ る。

　よ り詳 し く検討す るた め ， 離学直後 の状況 とこれ まで の 就業経験 ， 現在 の就業状
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図表 2　 男性 25−29歳層の移行類型

2001

高卒

20D6　　　2001
大卒

2006

正 社員定着　　　　　21
正 社員転職　　　　　

「
蟀

「「「

正 社員か ら非典型 　　 3
正 社 員一時 他 形 態 　 　 ］3

非 典 型
一

貫　　　 ・測 ： 譲 ；

他形態 か ら正 社員 i．
ゴ
懸 tt　 パ．↓、

自営 ・家業　　　　　11

失業・無業　　　　　 1
そ の 他　　　　　　　 1

21．6　 硫
　 　 　 　 12　　 　　　　 　 10．1
8．9　　　 2　　　　　　　　 4．8
9．5　　　 6　　　　　　　　 3．7

　 ／t／， 、蘿　 論 tl 蠅 譲、 ／t
ご凄6澄　　 8　　　　　 11，6

工2．8　　　　3　　　　　　　　　　6．3

　 3．4　　　 0　　 　　　 　　 2，6

　 0．7　　　 1　　　　　　　　 0．0

合計 100 100，0　　　10  100．0

N 179 339

注）　2001年 は ウ エ イ トバ ッ ク を して い る た め ， 実 数 お よ び小 数点以 ドは 示

　 して い な い 。

況の 3 つ の状態 を示 す変数に ， 非典型 雇用
（3切場合 に そ の 後正 社員に な っ た か ど う

か を尋ね た質問 を加 えて ， 男性 20代後半層の 移行類型 を作成 した
（4）

。 比 較の た め に ，

2001年調査の 数値 も掲載した （図表 2 ）。

　高卒25−29歳層 に お い て は ， 「正社員定着」型 （離学直後に 正 社員に な り， 転職 も

な く， 調査時点現在 も正社員で あ る） は あ ま り変化 がな い が ， 「正社員転職型 1 （離

学直後 に正 社員 に な っ た が
， 別の 正社員 へ の 転職経験 が あ り， 調 査時点現在 も正 杜

員で あ る） と ， 「他形態か ら正 社員 」型 （離学直後 は 「他形態」で あ っ た が 調査時点

で は正社員 に変 わ っ た）は大 き く減少 した 。 ま た 「非典型
一

貫」 （離学直後が 非典型

雇月］や失業 ・無業， ある い は 自営 ・ 家業従事で あ り， か つ
， 調査時点現在 も非典 型

雇用で ある者） は大 き く増加 した 。 大卒25−29歳層に お い て は
， 「正社員定着」が 大

き く減少 し ， 高卒者ほ どで は な い が ， 「非典型
一

貫」が 増加 した 。

　図表 1 と図表 2 か ら ， 移行が 離学時点で分 か れ て し ま っ て お り， 正 社員 と非典型

雇用 と の 移動が 小 さ くな っ た こ とが うか が える 。 非典型 の み の経験者の割合が増加

した だ けで はな く， 高卒者 に お い て は離学時点で 正社員で なか っ た場 合， その 後正

社員 に な る機会が 縮小 した 。

　2005年 に 内閣府が行 っ た調査 に基 づ き分析 した岩木 （2006）は， 「正規 と非正 規は

橋渡 しの 小 さい 分断 された労働市場」で あ り， 「『安定』 キ ャ リア （引用者注 ：正 社

員
一

貫で 現在 も正 社員）を辿る者 の選抜 は （中略）若年者が 労働市場 に入 る以 前」

に 「完了」 して お り， 安定 した キ ャ リア 類型 に は
， 社会階層諸要因 よ り も， 本人 学
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校生活歴諸要因 の 影響が 大 き い と述 べ て い る 。

　こ こ に本稿 か ら得 られ た知見 を加 え る な ら ， 離学時点で 選 抜 ・配 分が 完了 す る度

合い は 2001年か ら2006年に か けて 高 ま り， 社会階層 の直接の 影響 よ りも本人 学歴の

影響力が高 ま っ た 。 しか しこ れ は本人学歴の みが移行 に影響す る よ うに な っ た こ と

を意味 して い るわ けで はな く， 社会 階層は本人 の学歴 を経 由して ， 就業形態を規定

す る よ うに な っ て い る と考え られ る （小 杉　2006）。 した が っ て 保護者の資本は ， 学

歴 に 変換さ れて は じめ て ， 教育 か ら職業へ の移行 に お け る有効 な リソ
ース とな りつ

つ あ る こ とが うか が え る 。

3 ．　 フ リ
ー ター へ の 経路 と離脱

　本節で は ， 非典型雇用の大半 を占め るパ ー ト ・アル バ イ ト就業を意味す る フ リー

ター
に 焦点づ けて

， 分析 を加 えて い く
〔5）

。 フ リーター経験 率 （パ ー ト・アル バ イ トの

就業経験 ， 在学中除 く）をみ る と （図表省略），
2001年か ら2006年 にか けて 35％ あ ま

りか ら 5割に まで 上昇 して い るが ， 中で も高卒以下 の 学歴 層 に お い て 上昇 した 。

　続い て ，
フ リーター経験 と社会階層 との 関連 を検討 したが

，

一
貫 した 社会階層の

影響は確認 で きなか っ た 。 （図表 3）。 男性 の フ リーター経験率 は ， 本人が 高卒以下

学歴の 場合 ， 父学歴が低 い と フ リータ ー
経験 率が 高 く， 高卒超学歴 で は 父学歴が高

い とフ リーター経験率 が高 くな っ て い る 。 母学歴 に お い て は， 本人 学歴が 高卒以下

で 母学歴が 高卒超 だ と高 く， 本人が 高卒超学歴 の場 合 に は，母親が 高卒以下だ と高

図表 3　 フ リーター経験率 （男性）

本人 学歴　　社会階 層変数　　フ リ
ー

タ
ー

率　 N

高卒 以 下　父 学 歴 1 高卒以 下 　　　59．2

　 　 　 　 父 学 歴 ：高 卒 超　　　　67．6

265136

高卒超　　父 学歴 ：高卒以下　　　37．6

　 　 　 　 父 学歴 ；高卒超　　　　33．8

197314

高卒以 ド　母学歴 ：高卒以下　　　60．0

　　　　 母 学歴 ：高卒超　　　　66．9

匚
」

48221

高 卒 超　　母 学 歴 ： 高卒 以下 　　　38．8

　 　 　 　 母 学 歴 ： 高卒超　　　　31．1

54Kり
匚
」

り
心

2

高卒以 下　豊 か で な い

　 　 　 　 豊 か で あ る

64．861
．5

169227

高卒超 　　豊 か で な い

　 　 　 　 豊 か で あ る

49』
30．0

293196

注 ） 「該 当 者 な し ・わ か ら な い 」 省略
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い
。 また経済的豊か さ に つ い て は ， 本人学歴 に か か わ らず， 生 家が 豊か で な い とブ

リーター
経験率 は高 ま っ て お り， 社会階層 との 関連が見 られ る 。 た だ し い ずれ にお

い て も， 本人学歴 に よ る差が明確 で ある 。

　さ らに ， 2006年調査 の 男性対象者 に つ い て 二 項 ロ ジス テ ィ ッ ク回帰分析を行 っ て

み る と（図表 4 ），
フ リーター率 に対 して ， 本人学歴の 影響 ， 父学歴 ， 母学歴 ， 経済

的豊か さ
， 年齢の 効果が 見 られ るが

， 社会階層の 影響 に つ い て は
一

貫 した 結果が見

られ な い
。

　 　　図 表 4　 フ リ
ーター経 験の 有無

（男性 ， フ リーター経験 あ り ＝ 1
， な し ＝ D）

B　　Exp（B）

父 高卒超学歴ダ ミー　　 0．318　 1．374　＊

母高卒超 学歴 ダ ミー　　 0．3e6　 0．736 ＊

経済 的豊 か さ ダ ミ
ー
　　

−0．548　 0．578　
＊榊

年齢　　　　　　　　　
一
〇．090　 0．914　

＊ ＊’

本人 高卒超学歴 ダ ミ
ー
　
−LO57 　 0，348 ＊＊＊

定数　　　　　　　　　2．932　18，772　
＊＊＊

Cox ＆ Snell　 R2 ＝0．118　 N − 786
＊ ＊ ＊

pく   ．Ol　
率 寧

p く 0．05　
’

p 〈 0．1

　それ で は ，
フ リータ ー

か ら正 社員 へ の離脱 に つ い て は ど うだ ろ うか 。次 に
，

プ リ

ーター
か ら正社員 へ 離脱 し よう とす る割合 （以 下 ， 離脱行 動） を見 る と （図表 5），

2006年に は年齢 を問わ ず ， 正社員 に な ろ う と した割合 は低下 した
〔6〕

。 本人学歴 に つ い

て は ， 2001年調査 で は い ずれ も高卒以 下 で 離脱 行動割合が高か っ た が ， 2006年調査

で は ， 20代前半で 高卒超学歴が ， 20代後半で 高卒以 下学歴 の離脱行動割合が高 くな

っ て お り，

一
貫 し た傾 向が見 出せ ない 。

図表 5　 「正 社 員 に なろ うと した こ とが あ る」割合 （男性 ）

LC｝012006 　 N

20−24歳　 高卒以下　　7043 ．4　 エ22

　 　 　 　 高卒超　　　6549 ．4　 85

　 　 　 　 合計　　　 6845 ．9　 207

25−29歳　 高卒以下　　8S　 70，7　 92

　 　 　 　 1高卒超　　　　　83　　65，3　　121

　 　 　 　 合 計　　　　8567 ．3　 213

注） 2001年 は ウ エ イ トバ ッ ク を して い る

　 た め ， N お よ び小数点以 トはm して い

　 な い

91

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japan Society of Educational Sociology

NII-Electronic Library Service

The 　Japan 　Sooiety 　of 　Eduoational 　Sooiology

　そ こで 2006年調査の 男性対象者 に つ い て 二 項 ロ ジス テ ィ ッ ク回帰分析を して み る

と （図表 6 ）， 離脱行動の 有無に対 して 学歴の 影響は消失す る。 年齢， 経済的豊か

さ， フ リー ター期間 ，
フ リーター理 由 として ， 「仕事以 外に した い こ とが あ るか ら」

「自分 に あ う仕事 を み つ けたか っ たか ら」が効果 を持 っ て い る。

　 つ ま り，
フ リーター

にな る か ど うか に つ い て は学歴の効果 は大 き い が ，
い っ た ん

フ リーター
に な っ て し まう と ，

フ リー ター を離脱 し よ う とす るか どうか は ， 年齢や

フ リーター
期間 ， 本人 の 意識の 影響が相対的 に重 要性 を増 して くる こ とが観察 され

る
 

。

図表 6　 「正 社員に な ろ うと した こ とが あ る」割合

　　 （男性 ， 離脱行 動あ り＝ 1
， な し＝ O ）

独 立 変数 B 　　Exp （B〕

フ リーター通 算期 間

父 高卒超 掌 歴 ダ ミー （高卒超 ； エ）

母高卒超学歴ダ ミー （高卒超＝1）
経済的豊か さダ ミー 〔経済的 に豊か ＝1）
年齢

本人高卒超学歴ダ ミ
ー

（高卒超＝1 ）

一
  ．Ol7　　0．983　　寧 寧 穿

0．126　　　0．882
−0．237　　  ．789
一
  ．326　　0．722
  ．337　　1．4〔10　 零 ＊ 串

一
〇．224　　〔｝．799

仕事以 外 に し た い こ と が あ る か ら

つ き た い 仕事の た め の 勉強 ・修行期間

自分 に 合 う仕 事を み っ け る た め

正社員 と して 採用 され な か っ た か ら

生活 の た め

な ん とな く

正 社員 は嫌 だ っ た か ら

家庭 の事情 で

自由 な 働 き 方 を し た か っ た か ら

定数

一
〔1，571
−0．2120

．5650
．3690
．166

−0．0310
．1840
．061

−0．373
−7．181

0．565　
＊

0．8091

，759　 牌

1．4461

．180
  ．969L2021

．062
  ，6890
．001　 榔＊

Cox ＆ Snel1　 R2 ＝ 0．22e 　N ＝ 365
＊ ＊ ＊

p＜ 0．01　 ＊ ＊

p＜ 0．05　 ＊

p＜ 0．1

　 で は ， 正社員 に な ろ うと試 み た者 の うち ， どの くらい が正 社員 に な れ た の だ ろ う

か 。 サ ン プ ル が相 当に小 さ くな る が （図表 7 ）， 20代前半層で は学歴 に よる差 は見 ら

れ ず， 20代後半層で は ， 高卒以下 の 方が高卒超学歴 よ りも正 社員離脱 の成功率が 高

くな っ た 。

　 さ らに サ ン プル サ イズ の問題が ある もの の ， 2006年調査の 男性対象者に つ い て 二

項 ロ ジス テ ィ ッ ク 回帰分析 を して み る と（図表 8）， フ リーターか ら正 社員 へ の 離脱

成功 に つ い て も学歴の 影響は 見 え な くな り， 年齢や フ リーター期間や本人 の 意識 に

加 え て ， 社会階層 （母学歴）の 効果が 見 られ る よ うに な る 。
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図表 7　 フ リータ ー離脱 に 成功 した割合 （男性 ）

20Dl　 2006　　　N

2024 歳　 高卒以 下 　　79
　　　 　 高卒超　　　59

　　　 　 合計 　　　 71

50．9　　 53

50．0　　 42

50．5　　 95

25−29歳　 高卒以 ド　 74

　 　　 　 高卒超　　　79

　 　　 　 合計　　　　76

72．3　　 65
65．8　　 79

68．8　 144

注）　2001年 は ウ エ イ トバ ッ ク を し て い る

　 た め，N お よ び小 数 点 以 下 は 示 し て い

　 な い

　 図表 8　 フ リーター
離脱成功 の有無

（男性 ， 離脱成 功 ＝ 1 ， 離脱成功 せ ず ＝ O ）

独立変数 B 　　Exp（B）

フ リーター通 算期 間

父 高卒超学 歴 ダ ミー （高卒超二1 ）

母高卒超学 歴 ダ ミー
（高卒超 ＝1）

経済的豊 か さ グ ミー
（経済的 に 豊か ＝1）

年齢

本 人 高 卒 超 学 歴 ダ ミー （高卒超 三 1）

一
〔，．028　　0，973
−D．646　　0．524
一ユ．085　　〔レ，338

  ．601　　1．824
0．326　　1．385
−0．491　　0．612

串ホ

＊ ＊ ＊

仕事 以 外 に し た い こ とが あ る か ら

っ きた い 仕事 の た め の 勉強 ・修行期間

自分 に合 う仕 事 をみ つ け る た め

正 社 員 と し て採用 さ れ なか っ た か ら

生活 の た め

な ん と な く

正 社 員 は嫌 だ っ た か ら

家 庭 の 事情 で

自由 な働 き方 を し た か っ た か ら

定 数

0．011
−0，430
−0，777
−1．5280

．1580
，Q64

−0．625
−O．7281

，014
−5，6工1

1，0120

．6510

．46 

O．2171
．1711
．0660
．5350

．4832

．7560

．004

寧＊

＊ 寧寧

＊ ＊琳

Cox ＆ Snell　R2 ＝0283 　N ＝179
”＊

p く 0．01　
掌 亨

pく 0． 5　 ’

p＜ 0．

　こ の よ うに ， フ リータ ー
に な るか どうか は学歴 に 大 き く規定され て い る が ，

い っ

た ん フ リー
タ

ー
に な っ た後に は ， 離脱行動に お い て も離脱成功に お い て も学歴 の影

響 は消失す る 。 学歴の 効果が フ リー ター
か ら正社員 へ の 離脱 で は消失す る とい うの

は ， 安定 した就業 へ の 経路 が新規学卒時 に 限られ る と い う， 日本の 労働市場 の 特質

に よる もの だ と考 え られ る
C8）

。 また ，
フ リー

タ ー率や フ リーターか らの 離脱成功 に つ

い て は社会階層の 影響が部分的に あ らわれ て い る もの の ，

一
貫 した知見 を得 る こ と

はで き なか っ た 。 本稿 の知見か ら
，

フ リーター経験や フ リー
タ ーか ら の 離脱が 社会

階層 に よ っ て規定 され て い る と判断す る こ とは難 しい
。
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4
． 本稿 の 知見 と支援の 現実

　本稿の 知見 は以下の 2 点 に 整理 さ れ る 。

　第
一

に ， 正 社員の 選抜 ・配分 は ， 2001年か ら2006年の 5年間に ， 離学時点で 完了

す る度合 い が高 ま っ た 。 移行が 長期化 して い る若者の 割合は学歴 に よ っ て 大 き く異

な っ て い るが ， どの 学歴層で あ っ て も， 離学時 に ス ム ーズ な移行 を しなか っ た若者

は ， 離学以降 に安定 した状態 に至 る こ とが難 し くな りつ つ ある 。 また ， フ リーター

が 20代 の うち に正社 員に な ろ うとす る割合は低下 した 。

　第二 に
， 社会階層が離学時の 状況 を直接 に規定す る傾向は弱 まり， 本人学歴 に よ

る差が大 き くな っ て い る 。 同様 に ， 若い 時期の フ リーター経験 を大 き く左右す るの

も本人学歴で あ る 。 しか し ，
い っ た ん フ リータ ー に な っ て しま っ た 後 に お い て は ，

学歴 の 影響は弱ま る 。

　日本の進学お よび組織内キ ャ リア の 選抜様式 を実証的に検討 した竹内 （1995） は ，

口本型 選 抜の特徴 は ， ト
ーナ メ ン トの 敗者に対 し て冷却で は な く， 再加熱や縮小型

再加熱が 起 こ る よ うな 「御破算型 」の 選抜規範 に な っ て い る こ とで ある と整理 す る 。

一度勝 っ て も負 けて も， その 後の 競争の結果 は わか らない
， 敗者復活 を織 り込 んだ

ト
ーナ メ ン トで ある 。

　しか し竹内が 見出した この 「御破算型選抜」 は ， 進学競争 に参加す る者 ， また ，

大企業大卒 ホ ワ イ トカ ラ ーの 昇進 に つ い て の 知見 で ある こ とに 注意が必 要で ある 。

フ リ
ー

タ
ーな ど移行 が不安定な若者層 を対象 とした本稿か らは ， 初期の 選 抜の 結果

が 御破算 され ず， 正社員をめ ぐる トーナ メ ン トの 再加熱や 縮小型再加熱装置 を機能

させ る こ とに 失敗 しつ つ ある選抜様式 が把握 で きる 。

　すなわ ち ， 離学後の 正 社員 をめ ぐる トーナ メ ン トで の敗者復活 は 困難 に な P つ つ

ある ばか りで はな く， 離学後 の 正社員 をめ ぐる トーナ メ ン トか らの排除 も起 こ っ て

い る 。 正社員の選 抜 ・配分が ， 離学時点 で完了 す る度合 い が高 ま っ た とい う現象は，

日本社会 にお ける トーナ メ ン ト移動様式の純化 と理 解で きよ う。

　 トーナメ ン トの 移動様式が純化 さ れる
一

方で ， トーナ メ ン トの 規範 は若者 に 浸透

し に くくな っ た 。 なぜ な ら ，
か つ て は高校の 格差構造 は誰 に と っ て も明確な進路分

化機関 として 機能 して い た （岩木 ・耳塚　1981）が ， 進学率の 上 昇 ， 他方で フ リー

ター率の 上昇 に よ っ て
， 決定的 な選抜時点は 若者側 か らは見 えに くくな っ た か らで

ある 。 しか しす で に 確認 した よ うに ， 決定的 な選 抜 を離学後の 労働市場や コ ミ ュ ニ

テ ィ カ レ ッ ジへ 先延 ばし し， 選抜過程 を不透明化す る ア メ リカ の よ うな選抜様式が
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日本で も広が りつ つ あ るわ けで はな い
。 日本で は新規学卒

一
括採用 の も と， 従来 よ

りも離学時の 選抜 ・配分の 機能 を強め て い る 。 「い つ か 正社員 に な ろ う」 と漠然 と考

えて は い て も， 行動に 至 っ て い ない 非典型雇用の 若者層に と っ て は ， い つ の 間 にか

選抜 ・配 分が 終 わ っ て い る よ うな ゲーム の ル ール へ と変化 した の で あ る。 筒井

（2006）は企 業 に対す る イ ン タ ビ ュ
ー

か ら， か つ て Ostermanが描 き出 した ア メ リカ

の 若年労働市場の よ うに ， 企 業が 「成熟」 した 若者 を選 好す る よ うに な っ て い る こ

とを指摘 して い る が ， 口本 に お い て は正 社員経験 の な い 若者 を安定 した移行 へ と導

く経路 は細 くな りつ つ ある こ と もあわせ て考慮 され る必要が ある 。

　以上 を 「格差」形成の 観点か ら敷衍 し よう 。 か つ て の 日本型選 抜 に は ， 離学時点

で 正社員で は な くて も， そ の 後の 正 社員化 を
一

定程度可能に して きた 補完的な機能

が 備わ っ て い た 。 こ の 補完機能 に つ い て 本稿で は十分 に 触れ て はい ない が
， 新規学

卒
一

括採用 が 支配的な社会 に お い て は ， 初期 の 「格差」 を補償す る上 で
， 小 さ い が

無視で き ない 役割 を果た して きた と考 え られ る
 
。

　純化 され る トーナ メ ン ト移動様 式は ， 学校か ら職業 へ の移行 にお け る 「格差」 を

維持， 拡大 させ る 危険 を は らん で い る 。 そ れ で は 「格差」拡大 に 歯止 め をか け る立

場か らす る と， ど の よ うな支援が 有効だ と考 え られ るだ ろ うか 。

　第
一

に ， 高卒超学歴 を獲得す る こ とが 正社員の 選 抜結果 を規定す る よ うに な っ て

い る 。 さ ら に 離学時点で 選抜 ・配分が 完了 し て し ま う度合 い が 増 した と い う知見か

ら ， これ ま で も繰 り返 し指摘 され て い る よ う に，離学以 前お よ び早 期か らの働 きか

けは不 可 欠で あ る 。 また欧米諸国 の よ うに
， 高等教育 を権利 として 保障 して い くこ

と も議論され て よ い が
， 進学先を伝統的な高等教育に 限る の で は な く， 職業訓練機

関な ど に も広 げて い くこ とが 欠か せ な い 。

　第二 に ， 現状 で は企 業が 「御破算型 」選 抜を非典型 雇用 者に適用 す る動 機を高め

る こ とは難 し い た め ，
フ リー ターを含んだ非典型雇用の 待遇 に つ い て の 法律的な整

備 もあわせ て進 め られ る必 要が あ る
ue）

。

　第三 に ，
い っ た ん フ リータ ー

に な っ た場 合の 正社員 へ の 離脱行動 を詳 し く見 る と，

個人 の 意識の効果 も見 られ る。
こ れ は ， 正 社員へ の離脱行動 を促す支援の 可能性が

存在す る と解釈で きる 。

　現在 ， 正社員化 を支援す る若者支援 の現 場 で は ， 利用者が 高学歴 層に偏 る と い う

現実 に 直面 し て い る （労働政策研究 ・ 研修機構　2005）。
こ の 背景 に は ， 情報や利用

ノ ウ ハ ウ の 「格差一1（岩田　 2006）や ， 特 に公的支援の タイ プが低学歴層の 若者 を寄

せ 付 けな い と い う問題が指摘 され て お り， 正 社員の 機会だ けで な く， 支援 の 現場 か
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ら も排除 され る と い う， 学歴 に よ る二 重の 「格差」が 生 じつ つ ある 。 諸外国 の知見

に お い て は， 低学歴層にお い て ， 個人 の ニ ーズ に対応 した親密なア ブ V 一チ とア ウ

トリーチの 効果 （小杉 ・堀　2006）が 見出さ れて お り， 特 に公的機関の 支援 は
一

考

す る余地が ある 。 フ リー ターの 相談 ネ ッ トワ ーク は正社員 と比較して 小さ く， 単
一

化 しや すい た め
， 視野 や将来展 望の 限定に つ なが っ て い きや す い （久木元 　2006）

こ とを踏 まえ る と， 早期か らの 多様な ソーシ ャ ル ・ ネ ッ トワ
ーク形 成へ の 支援 も重

要で あ る。 た だ しフ リーター
の 増加 は企業の 採用戦略 に主 に拠 っ て い るた め ， 意識

へ の 働 きか けだ けで は 不十分で ある こ と は言 うま で もな い 。

　本稿 は ，
2006年 の 調 査 に 基 づ き ， 若 者の教育か ら職業へ の 移行に お ける 「格差」

形 成に つ い て論 じて きた 。 本稿 の知 見 は ， 東京都の 若者 を対象 として い る こ と （西

村 2006）， また不況下で 離学 した若者層特有 の 問題 を ク u 一ズ ア ッ プ した可能性 の

あ るデ ータか ら導 き出されて い る た め ， 知見 の
一

般化 に つ い て は慎重 で あらね ばな

らない
。 本稿の 知 見は ， 長期 的な移行の 変容過 程の 中で 理 解 され る べ き もの で あ る 。

若者の 教育か ら職業へ の 移行研究の 動態化 を展開 させ て い くこ とが 求め られ る 。

〈注 〉

（1） フ リーター
率や フ リー

タ
ー

離脱 に つ い て は い くつ か 調査研究が な され て い るが ，

　最近 の もの と して ， 関西の 若者 を対象 とした 太郎丸 （2006）が ある 。 父職を階層

　 指標 と見 な した 場合 に ， フ リ
ー

タ
ー

率や フ リ
ー

タ
ー

滞留率 に対す る社会 階層の 影

　響が 見られ て い る 。

（2＞ 父 職 は調査項 目に 含 まれ て い なか っ た の で
， 検討 して い ない

。

（3） 本稿 で は ， 非正 社員 （公務員 を含む 正社員で は な い ， 雇用 され た働 き方） を ，

　 非典型雇用 と表現す る 。

  　「キ ャ リア 類型 」は ， 離学直後 に 正社員 （含む 公務員）で あ っ た か と現在の 就業

　形態 を重視 して 集約 した 。 また ， ア ル バ イ ト・パ ー ト，契約 ・派遣の 働 き方を 「非

　典型」， これ に
， 自営 ・家業従事者 も含めた とき 「他形 態 」 と表現 して い る。 な

　お
， 「非典型

一
貫」は ， 離学時点で 正社員で はな く， か つ

， 現在非典型雇用の 者で

　あ り ， この 中 に は
一

時的に 正社員経験が あ る者 （56人 ， 8 ％）が含 まれ て い る 。

  　フ リー ター以 外の 非典型 の 雇用者 （契約， 派遣 な ど）は別途論 じ られ る必要が

　 あ る 。

  　た だ し 自由記述 を見 る と
， 現在勤務 して い るア ル バ イ ト先 の正 社員 に な りた い

　な ど ， 正社員に な りた い と い う希望 を多くの 者が持 っ て い る 。 行動化 され な い フ
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　　　　　　　　　　　　　　　　 若者の教育か ら職業へ の移行における 「格差」形成

　 リー ター
の 正社員希望 は

， 様 々 な調査で 捉 え られ て い る とお りで ある が
， 実際に

　は行動が 顕在化 され ない レ ベ ル で と どま っ て い る こ とが うか が える。労働政策研

　 究 ・ 研修機構 （2006）参照 。

（7＞ 正 社員 へ の 離脱行動の 低下に つ い て は， 労働条件の 面か ら見た ， 正社員の価値

　の低下 に つ い て も触れ て お くべ きだ ろ う（小杉　2006）。 調査で は
，

お よ その 年収

　 と 1週間の 労働時間 （残業含 む）を尋ね て い る が ， 年収 に つ い て は
， 男女 と も正 社

　員 （公務含む）の 年収が高 く， ア ル バ イ ト ・パ ー トが 最 も低 い 。 しか し労働時間に

　 つ い て も ， アル バ イ ト ・パ ー トも長 い が正 社員は さ ら に 長 い
。 年収 と労働時間か

　 ら， 時間 あた りの 収入 を推計 して み る と， 2006年調査で は，正社員100に 対 して ，

　 ア ル バ イ ト・パ ー トは男性で 70， 女性で68と低 い 。

　　 しか し2001年調査結果 と比較す る と
，

2006 年は アル バ イ ト ・パ ー トの 時間あた

　 り収入 の 数値が 大 き くな っ て お り， 非正 社員 と正社員 との 格差 は縮 ま っ た 。 こ の

　変化 は ， 正 社員の 年収が 減少 し， 労働時間が増え る とい う労働条件の 悪化 に よ っ

　 て もた らされ て い る 。

（8） 竹内 （1995） は ， 組織内の 昇進の分析を通 じて ， 学 （校）歴 は初期の 選抜 に の

　み効果が ある こ とを見出 してい る。 濱 中
・苅 谷 （2000）は ， 学歴 ・学校歴は初職

　だ けで な く
， 組織間移動 （転職時）に も影響 を及ぼ して い る と い う。

  　自営業の 減少 もこ れ を後押 し して い る と考 え られ る。

（10） 今後少子 化 に伴 う労働力不 足が 企業の イ ン セ ン テ ィ ヴ を高め る か どうか は 未知

　数で あ る 。
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ABSTRACT

"Disparities"
 in the Transition from  School to Work  in Japan:

           Trends in Japanese Selection and  Suppott

                                HORI,  Yukie

(The Japan Institute for Labour  Policy and  Training)

 The  purpose  of  this paper  is to  examine  the formation of  
"disparities"

 in the

transitien from schoel  to work,  and  to discuss ideal methods  for support.

 In the early  21st century,  young  people were  able  to become full-time workers

even  if they  had  become  part-time  workers  after  leaving school.  In other  words,

Japanese society  compensated  for the initial 
"disparity"

 in the transition from

school  te work.  However,  the following two  points were  clarified  in February

20e6, according  to a survey  carried  out  on  2, OOO young  peeple in Tokyo,

  First, in the  period from 2001 to 20e6, the selection  of  full time  worker  was

nearly  completed  at  the point when  young  people  left school,

  Second, academic  background is growing  and  social  background is weakening

as  factors for the selection  of  full-time workers.

  To  put a  brake  on  the expansion  of  
"disparities,"

 it is necessary  to secure

higher education  as  a right,  and  create  laws to provide equal  conditions  to

irregular workers,  and  to provide  support  for the transition from 
"F)'eeter"

 tiob
-hopping

 part-time  workers)  to full time  worker,

99


